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定過程」，国際政治(52), p97-124, 1975-05 日本国際政治
学会 
・藤本眞一〔1999〕，「健康危機管理能力を期待する21世紀
の保健所像」，『日本公衆衛生雑誌』，第46巻第９号（1999
年９月），日本公衆衛生協会
・吉野毅〔2006〕，「自治体における危機管理概念に関す
る一考察」，『日本大学大学院総合社会情報研究科紀要』，
No.7287-298，日本大学大学院
・和田耕治，太田寛，阪口洋子〔2010〕，「新型インフルエ
ンザの流行初期における停留措置の意思決定のあり方の
検討」，『日本公衆衛生雑誌』，第58巻第４号，日本公衆衛
生協会
・首相官邸ホームページ「新型インフルエンザへの対応」
 （ http://www.kantei.go.jp/jp/kikikanri/flu/swineflu/
index.html（2012年12月20現在））
注
１　実際には「追って作成することとする。」という12文
字が記載され，１枚の白紙ページが示されている。
２　2004年３月２日（「新型インフルエンザ及び鳥インフ
ルエンザに関する関係省庁対策会議の設置について」関
係省庁申し合わせ）に基づき，内閣官房を中心に新型イ
ンフルエンザ対策を検討することとなったが，内容につ
いては，厚生労働省内に設置された「新型インフルエン
ザ専門家会議」において検討された。
３　福井（1974）は，「非常時型」モデルを「危機」時のモ
デルと区別している。危機のモデルは意外性，脅威意識
及び決定の緊急性，という３つの数量的要因を基礎とす
るが，非常時には特に意外性という要因を「危機」モデ
ルほど厳密に要求しない（P99）本稿の例示する新型イン
フルエンザも当初から懸念及び予測されていたものであ
るため，非常時モデルの考え方に即していると考える
４　平成５年公衆衛生審議会答申
５　手塚（2010）は，副作用のリスクを恐れて予防接種
90
事業を縮小する行政判断について，「不作為過誤」である
とし，その１例としてインフルエンザの定期接種の中止
をあげている
６　附帯決議予防接種法：附則（平成13年11月７日法律
第116号）抄
　（インフルエンザに係る定期の予防接種に関する特例）イ
ンフルエンザに係る予防接種を行う場合については，当
分の間，同項中「当該市町村の区域内に居住する者であっ
て政令で定めるもの」とあるのは，「当該市町村の区域内
に居住する高齢者であって政令で定めるもの」とする。
 ※同附則は第153回国会（衆）厚生労働委員会（平成13
年10月19日）において附帯決議として可決。
７　2013年の予防接種法改正で，一類をA類，二類をB類
という名称変更が行われたが，本稿では2009年時点の表
記・分類とする。
８　市町村が独自事業として接種費用を支弁することは
可能。
９　手塚（2010）p233
10　2014年，ワクチンの許認可と推進が「健康課」に一
元化され，現在は一課で対応している。
11　知事会「新型インフルエンザに関する国への要望」
引用
12　2011年２月28日　筆者ヒアリング（2009年当時厚生
労働省結核感染症課課長補佐）「ガイドラインは行政文
書なので，（自治体と）調整できていないものを出すこと
はできない」
13　接種費用を2009年に厚生労働省が設定した価格と仮
定した（１回目3600円，２回目2500円）。
14　2007年10月26日閣議決定により，本部長を内閣総理
大臣，副本部長を内閣官房長官及び厚生労働大臣，本部
員を全閣僚が務める「政府新型インフルエンザ対策本部」
の設置が確定した。
15　2011年２月25日筆者インタビュー（医薬食品局課長
補佐「新型インフルエンザ対策本部は，責任の所在が明
確でない組織であり，位置づけが中途半端であった。対
策本部で決定しても，責任は担当部局にある，という位
置づけであれば，対策に集中できない。」）
16　2010年３月31日「新型インフルエンザ対策総括会議」
において，健康局長から以下の発言があった。「国の危機
管理は内閣官房に組織が厳然としてあり，そこが関係省
庁，関係大臣を集めて議論をすることは決まっていた。」，
「本来は官邸が方針を出し，厚労省は実行部隊のはずだ
が，厚労省が方針と実行部隊の両方を背負わなければい
けないという状況になった。」，「本来の危機管理のことを
考えると，やはり官邸主導であるべきと考えています。」
17　吉川肇子（2009）によれば，内閣官房の政府対策本
部員を務めた厚生労働省大臣官房技術総括審議官が官邸
の無味乾燥な通知をマスメディアに対し，肉声で伝えた
点が好感がもたれた点が示されている一方で，内閣官房
と厚生労働省に板挟みであった点も示唆される。
18　第５回新型インフルエンザ（A/H1N1）対策総括会議
資料（厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部，平
成22年５月19日，参考資料１：今般の新型インフルエン
ザ（A/H1N1）対策について（ワクチン））
19　内閣法（第15条）において，次のように定義されて
いる。（内閣官房に，内閣危機管理監１人を置く。２．内
閣危機管理監は，内閣官房長官及び内閣官房副長官を助
け，命を受けて第12条第２項第１号から第６号までに掲
げる事務のうち危機管理（国民の生命，身体又は財産に
重大な被害が生じ，又は生じるおそれがある緊急の事態
への対処及び当該事態の発生の防止をいう。第17条第２
項第１号において同じ。）に関するもの（国の防衛に関
するものを除く。）を統理する。）
20　厚生労働省大臣官房厚生科学課健康危機管理災害対
策室，「国における健康危機管理の取組」，（2014年３月19
日 川崎市健康危機管理対策研修会資料）。「厚生労働省健
康危機管理対策基本指針」は薬害エイズ問題を機に，厚
生労働省大臣官房に設置された「医薬品による健康被害
の再発防止対策プロジェクトチーム」が発表した報告書
（1996年７月）の提言により策定された。同報告書では，
厚生科学審議会（仮称）の創設や医薬品，食中毒，感染
症及び飲料水等の関係部局と大臣官房から構成される
「厚生省健康危機管理調整会議」を設置することが定め
られ，大臣官房厚生科学課に健康危機管理対策室が設置
されることとなった。
